
第２

１ 安全・安心なくらしの構築

（１）迅速かつ正確な情報提供と積極的な情報発信

① 迅速かつ正確な情報提供

【現状・課題・取組の方向性】

平成２３年に発生した東日本大震災は，宮城県内で最大震度７を観測したほか，巨大な

津波が沿岸市町に押し寄せるなど，甚大な被害をもたらしました。また，近年，毎年のよ

うに日本各地で集中豪雨等による災害が発生しており，本県でも，

により

おいて，

本県では，

域の安全・安心に関するきめ細かい情報を迅速

まな情報

また，

・医療・福祉分野

主な取組

１ 震度情報ネットワークシステムの運用（総務部）

県内各市町村（旧市町村単位）に震度計を設置し，即時に県内各地の震度情報を県に収集するシステムを平

成９年から運用しています。確実な震度情報を防災機関へ迅速に伝達し，地震発生時の迅速な初動体制の確

立，被害想定，応急対策活動に寄与するよう取り組みます。

２ 緊急地震速報システムの運用（総務部）

気象庁から受信した緊急地震速報を県庁からネットワークを介して県有施設に再配信し，各施設での放送に

より施設利用の県民に警報を周知します。東日本大震災時には，県の設置機関で，大きな揺れまで４～１９秒

間の猶予時間を取り，大きな揺れに備えることができました。

３ 宮城県総合防災情報システム（ＭＩＤＯＲＩ）の運用（総務部）

非常時・災害時における確実な防災情報の伝達，被害状況の収集など，災害発生直後の初動体制を確立する

ため，ＭＩＤＯＲＩのネットワーク・機器の適切な運用・保守を行っています。防災・減災や地域住民の

を確保するため，各自治体から防災情報等をテレビ・ラジオ等のメディアへ配信する「災害情報共有システ

ム」とも連携し，迅速な防災体制の確立に万全を期します。
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４ 宮城県放射線・放射能に関するポータルサイトの運営（環境生活部）

福島第一原子力発電所事故による県内の放射能の影響について，各種放射線・放射能の測定値や県の方針の

公表など，放射線・放射能に関する正確な情報を県内外に

を開設しています。県民の放射線・放射能に対する不安の払しょくを目標として，サイトコンテンツの内容充

に努めます。

５ 環境放射線監視システムの運用・再構築（環境生活部）

「女川原子力発電所環境放射能及び温排水測定基本計画」に基づき，女川原子力発電所からの影響の有無を

確認するため，発電所周辺地域にモニタリングステーションを設置し，環境放射線の常時監視を行っていま

す。測定データをリアルタイムで公開するとともに，被災したモニタリングステーションを再建し，発電所周

辺地域の生活環境の安全確保に取り組

宮城県放射線・放射能に関するポータルサイトの運営（環境生活部）

福島第一原子力発電所事故による県内の放射能の影響について，各種放射線・放射能の測定値や県の方針の

公表など，放射線・放射能に関する正確な情報を県内外に

を開設しています。県民の放射線・放射能に対する不安の払しょくを目標として，サイトコンテンツの内容充

に努めます。

環境放射線監視システムの運用・再構築（環境生活部）

「女川原子力発電所環境放射能及び温排水測定基本計画」に基づき，女川原子力発電所からの影響の有無を

確認するため，発電所周辺地域にモニタリングステーションを設置し，環境放射線の常時監視を行っていま

す。測定データをリアルタイムで公開するとともに，被災したモニタリングステーションを再建し，発電所周

辺地域の生活環境の安全確保に取り組

宮城県放射線・放射能に関するポータルサイトの運営（環境生活部）

福島第一原子力発電所事故による県内の放射能の影響について，各種放射線・放射能の測定値や県の方針の

公表など，放射線・放射能に関する正確な情報を県内外に

を開設しています。県民の放射線・放射能に対する不安の払しょくを目標として，サイトコンテンツの内容充

環境放射線監視システムの運用・再構築（環境生活部）

「女川原子力発電所環境放射能及び温排水測定基本計画」に基づき，女川原子力発電所からの影響の有無を

確認するため，発電所周辺地域にモニタリングステーションを設置し，環境放射線の常時監視を行っていま

す。測定データをリアルタイムで公開するとともに，被災したモニタリングステーションを再建し，発電所周

辺地域の生活環境の安全確保に取り組

宮城県放射線・放射能に関するポータルサイトの運営（環境生活部）

福島第一原子力発電所事故による県内の放射能の影響について，各種放射線・放射能の測定値や県の方針の

公表など，放射線・放射能に関する正確な情報を県内外に

を開設しています。県民の放射線・放射能に対する不安の払しょくを目標として，サイトコンテンツの内容充

環境放射線監視システムの運用・再構築（環境生活部）

「女川原子力発電所環境放射能及び温排水測定基本計画」に基づき，女川原子力発電所からの影響の有無を

確認するため，発電所周辺地域にモニタリングステーションを設置し，環境放射線の常時監視を行っていま

す。測定データをリアルタイムで公開するとともに，被災したモニタリングステーションを再建し，発電所周

辺地域の生活環境の安全確保に取り組みます。

第２章

宮城県放射線・放射能に関するポータルサイトの運営（環境生活部）

福島第一原子力発電所事故による県内の放射能の影響について，各種放射線・放射能の測定値や県の方針の

公表など，放射線・放射能に関する正確な情報を県内外に分かり

を開設しています。県民の放射線・放射能に対する不安の払しょくを目標として，サイトコンテンツの内容充

環境放射線監視システムの運用・再構築（環境生活部）

「女川原子力発電所環境放射能及び温排水測定基本計画」に基づき，女川原子力発電所からの影響の有無を

確認するため，発電所周辺地域にモニタリングステーションを設置し，環境放射線の常時監視を行っていま

す。測定データをリアルタイムで公開するとともに，被災したモニタリングステーションを再建し，発電所周

第２章 重点目標

宮城県放射線・放射能に関するポータルサイトの運営（環境生活部）

福島第一原子力発電所事故による県内の放射能の影響について，各種放射線・放射能の測定値や県の方針の

分かりやすく，迅速に伝えるため，ポータルサイト

を開設しています。県民の放射線・放射能に対する不安の払しょくを目標として，サイトコンテンツの内容充

放射能情報サイト

http://www.r

「女川原子力発電所環境放射能及び温排水測定基本計画」に基づき，女川原子力発電所からの影響の有無を

確認するため，発電所周辺地域にモニタリングステーションを設置し，環境放射線の常時監視を行っていま

す。測定データをリアルタイムで公開するとともに，被災したモニタリングステーションを再建し，発電所周

重点目標における取組の基本方向と主な取組

福島第一原子力発電所事故による県内の放射能の影響について，各種放射線・放射能の測定値や県の方針の

やすく，迅速に伝えるため，ポータルサイト

を開設しています。県民の放射線・放射能に対する不安の払しょくを目標として，サイトコンテンツの内容充

放射能情報サイトみやぎ

http://www.r-info-miyagi.jp/r

「女川原子力発電所環境放射能及び温排水測定基本計画」に基づき，女川原子力発電所からの影響の有無を

確認するため，発電所周辺地域にモニタリングステーションを設置し，環境放射線の常時監視を行っていま

す。測定データをリアルタイムで公開するとともに，被災したモニタリングステーションを再建し，発電所周

における取組の基本方向と主な取組

福島第一原子力発電所事故による県内の放射能の影響について，各種放射線・放射能の測定値や県の方針の

やすく，迅速に伝えるため，ポータルサイト

を開設しています。県民の放射線・放射能に対する不安の払しょくを目標として，サイトコンテンツの内容充

みやぎＵＲＬ

miyagi.jp/r-info/

「女川原子力発電所環境放射能及び温排水測定基本計画」に基づき，女川原子力発電所からの影響の有無を

確認するため，発電所周辺地域にモニタリングステーションを設置し，環境放射線の常時監視を行っていま

す。測定データをリアルタイムで公開するとともに，被災したモニタリングステーションを再建し，発電所周

における取組の基本方向と主な取組

福島第一原子力発電所事故による県内の放射能の影響について，各種放射線・放射能の測定値や県の方針の

やすく，迅速に伝えるため，ポータルサイト

を開設しています。県民の放射線・放射能に対する不安の払しょくを目標として，サイトコンテンツの内容充

info/

「女川原子力発電所環境放射能及び温排水測定基本計画」に基づき，女川原子力発電所からの影響の有無を

確認するため，発電所周辺地域にモニタリングステーションを設置し，環境放射線の常時監視を行っていま

す。測定データをリアルタイムで公開するとともに，被災したモニタリングステーションを再建し，発電所周
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第２章 重点目標における取組の基本方向と主な取組

６ 周産期医療情報システムの運用（保健福祉部）

県内の主要な周産期医療施設間の情報ネットワークを構築し，消防本部や医療機関に空床等の医療情報を提

供するとともに，周産期救急患者の搬送先検索などが可能な情報システムを運用します。

７ 救急医療情報システムの運用（保健福祉部）

インターネット化した救急医療情報システムの活用により，消防本部及び医療機関に提供する情報のリアル

タイム化や提供情報を充実させることで，救急搬送時間の短縮などを図ります。また，携帯電話から災害情報

入力を可能とする機能の提供により，被災時の情報共有の円滑化も図ります。

８ 宮城県森林情報管理システムの運用（農林水産部）

森林法に基づく「地域森林計画」の基礎となる森林資源の情報管理のため，現地調査等に基づき，県職員が

システム上のデータを修正し，その成果を森林計画図として整備しています。この森林計画図は，宮城県森林

情報提供システムによりインターネット上で閲覧・印刷が可能で，今後も操作性の向上を図り，より精度が高

いデータ整備を進め，森林情報の活用推進と利便性の向上に努めます。

９ 宮城県河川流域情報システム（ＭＩＲＡＩ）の運用（土木部）

自治体や水防団による水防活動や警戒態勢に万全を期すために，リアルタイムで県民に水位及び雨量情報を

提供しています。今後も水位及び雨量観測所を適切に管理・増設していくとともに，震災の被害を踏まえた回

線の冗長化など確実に情報把握・提供できる洪水予報システムに再構築します。

10 宮城県砂防総合情報システム（ＭＩＤＳＫＩ）の運用（土木部）

降雨や土砂災害危険度等の土砂災害に関する気象情報，土砂災害危険箇所や避難所等の地図情報等を市町村

や関係機関と共有し，県民に提供する総合的な情報システムを整備・拡充することにより，迅速かつ的確な警

戒・避難活動を支援し，土砂災害の減災につなげます。

11 道路管理ＧＩＳ11システムの運用（土木部）

道路管理業務の「効率化・高度化」，「行政サービスの向上」及び「緊急時業務の迅速化」を目的としてＧ

ＩＳ（地理情報システム）を活用した８つの道路管理システム（通行規制，道路台帳，気象情報，災害情報，

苦情要望，施設情報，ウェブ公開基盤，道路情報板の各管理システム）を平成２５年度に構築しました。ウェ

ブ公開システムでは，通行規制情報や冬期間の降雪積雪等の情報を提供します。

12 高度道路交通システム（ＩＴＳ12）の推進（警察本部）

日本における高度道路交通システム（ＩＴＳ）を実現するシステムの一つである新交通管理システム（ＵＴ

ＭＳ）を整備します。光ビーコンを通じた個々の車両と双方向通信により，ドライバーに対してリアルタイム

の交通情報を提供するとともに，交通の流れの積極的な管理によって「安全・快適にして環境にやさしい交通

社会」の実現を目指します。

9



第２章 重点目標における取組の基本方向と主な取組

② 積極的な情報発信

【現状・課題・取組の方向性】

第１章で述べたとおり，住民の情報収集の手段はインターネットによるものが圧倒的多

数を占め，行政機関の情報発信手段としてもインターネットは必要不可欠なものになりま

した。リアルタイムに更新できるウェブサイトの特性を活かして，引き続き積極的な情報

発信に取り組んでいくとともに，アクセシビリティ13に配慮した，だれもが見やすく使い

やすいウェブサイト作りに努めていきます。

また，２０２０年に開催される東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた情

報発信や，ビッグデータという新たなＩＣＴの潮流を踏まえたオープンデータ14の公開な

ど，その時機に応じた情報発信にも努めていきます。

主な取組

13 県ホームページの運営（総務部）

コンテンツマネジメントシステム
15
によりホームページを運営することで，ＪＩＳ規格で定められたアクセ

シビリティを確保するとともに，ユーザビリティ（使いやすさ）の向上を図りながら，情報を発信します。

14 県議会ホームページの運営（議会事務局）

議会広報のより一層の充実を図るため，ホームページを活用して本会議等に係る会議録の公開，インターネ

ット生中継や録画映像の配信を行うなど，モバイル端末の普及にも対応した議会情報を提供します。また，東

日本大震災に関連した要請書・決議・活動詳細等に係る情報も公開します。

15 県警察ホームページの運営（警察本部）

県民の信頼と期待に応える警察の推進の一環として，積極的に治安情報を提供します。過去の犯罪例に加

え，震災に関連して発生が予想される各種犯罪も未然に防止し，県民の自主的な防犯意識を高め，警察と県民

が一体になって治安対策を推進し，安全・安心な地域社会の実現と宮城のいち早い復興を目指します。

16 多文化共生に対応した行政情報等の多言語化の推進（経済商工観光部）

日本語の理解が十分でない外国人県民に対する必要な生活情報等の伝達を進めるため，行政機関に対して，

ホームページの多言語対応について啓発を行います。

17 宮城県オープンデータサイトの運営（震災復興・企画部）

県が保有する公共データを民間が利活用しやすい形式で公開するオープンデータサイトとして「オープンデ

ータみやぎ」を運営し，掲載データを拡充します。

県民共有の財産でもある公共データを民間が自由に活用することにより，官民共同による公共サービスの提

供や新しいビジネスの創出など，地域の経済活性化や課題解決に利活用されるよう取り組みます。
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第２章 重点目標における取組の基本方向と主な取組

18 ウェブサイト「東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会 宮城県ポータルサイト」による情

報発信（震災復興・企画部）

２０２０年に開催される東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向け，大会に関連する情報やイベン

ト情報の発信を行うことにより，県民の機運醸成を図り，大会の円滑な実施を目指します。

また，ウェブページを多言語化し，県内のスポーツ施設に関する情報の発信を行うことにより，市町村の行

う事前キャンプの誘致を促進するとともに，県内の観光・復興情報に関するウェブページのリンクを掲載する

ことにより，宮城県内の情報を広く国内外へと発信します。

東京２０２０オリンピック・パラリンピック

競技大会宮城県ポータルサイトＵＲＬ   

http://www.pref.miyagi.jp/site/olympic/

19 市町村の再生可能エネルギーを活用したまちづくりへの形成支援（環境生活部）

県内市町村の再生可能エネルギーを活用した環境に配慮したまちづくり（エコタウン，スマートシティ）の

形成を支援します。市町村との情報共有等のためのエコタウン推進委員会の活動などを通じ，国の電力システ

ムや電力会社のインフラ整備の状況を踏まえつつ，市町村が行うまちづくりへの再生可能エネルギー設備やエ

ネルギーマネジメントシステム（ＣＥＭＳ）の導入を，段階に応じて後押しするとともに, 情報発信を行いま

す。

20 図書情報のネットワーク化の推進（教育庁）

県内全市町村が参加している「宮城県図書館情報ネットワークシステム」（平成１４年運用開始）による連

携体制を充実させ，県図書館及び市町村図書館等を含めた全県的な図書館サービスの向上と，図書資料の横断

検索など県民へのより一層のサービス向上を図ります。

21 東北歴史博物館館蔵資料管理及び情報公開事業（教育庁）

東北歴史博物館に収蔵している約１０万点を超える資料をデータベース化し，管理を容易にするとともに，

常時展示できる資料が限られていることから，ウェブ上での資料閲覧を可能にし，展示を補います。また，館

蔵資料及び研究成果や開催イベント等の情報についても，広く県民に提供します。

22 被災地域記録デジタル化の推進（教育庁）

震災に関連する記録・記憶・資料等（以下「震災関連資料」といいます。）を収集・保存・公開し，震災の

記憶の風化防止や，今後の防災・減災対策に役立てるため，平成２７年に公開したデジタルアーカイブシステ

ム「東日本大震災アーカイブ宮城」の運用・保守を行います。今後も震災関連資料の収集を継続し，掲載資料

の充実を図るともに，学校・地域の防災教育や自治体の防災関連事業への利活用を促進していきます。
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第２章 重点目標における取組の基本方向と主な取組

（２）情報セキュリティ意識，情報リテラシーの向上

【現状・課題・取組の方向性】

スマートフォン等の普及により，インターネットショッピングやオンラインゲームなど，

インターネットを通じたサービスが多岐にわたるようになりました。それに伴い，アダル

ト情報サイト，出会い系サイト，オークション，アフィリエイト16などのインターネット

に関するトラブルも増加しています。

本県の消費生活センター等に寄せられる消費生活相談件数の中でも，デジタルコンテン

ツやインターネット接続回線にまつわる相談が上位を占めています。また，２０歳未満か

ら７０歳代までの各年代においてデジタルコンテンツに関する相談が最多の相談件数とな

っています。

青少年がインターネットを介したさまざまなトラブルや犯罪の被害に遭うだけでなく，

時には加害者になってしまうケースもあります。無料通話アプリでの仲間内の悪ふざけが

いじめに発展したり，ＳＮＳ上の安易な投稿により個人情報が流出したりするなどのトラ

ブルが起きています。また，別れた恋人の裸の写真や動画などをインターネット上に流出

させるリベンジポルノが社会問題化しています。

本県では，消費生活相談の対応をはじめ，県民を対象とした消費生活出前講座等による

情報提供や注意喚起，青少年のネットトラブルを未然に防ぐための家庭におけるルールづ

くりの啓発や通信事業会社等と連携したフィルタリング17機能の周知などにより，県民生

活の安定・向上に努めていきます。

また，サイバー犯罪18を防止するためのサイバーパトロールの強化や被害相談への適切

な対応，サイバーセキュリティ・カレッジの開催など，広報啓発の取組を推進していきま

す。

主な取組

23 消費生活相談，啓発，情報提供（環境生活部）

県民からインターネット関連の相談をはじめとした，消費生活全般に関する相談や苦情を受け付け，助言，

あっせん，他機関紹介などの適切な処置を行っています。また，消費生活に関する出前講座の開催，ホームペ

ージや広報誌などの各種広報媒体を活用した啓発や情報提供を行い，県民の消費生活の安定と向上を図りま

す。

24 犯罪等から青少年を守るためのインターネット安全利用の推進（環境生活部）

関係機関及び関係団体と連携してインターネット安全講習会を実施するとともに，青少年保護条例による携

帯電話事業者への指導や啓発用リーフレットの配布，広報啓発資機材の貸出などを通して，携帯電話及びスマ

ートフォンに係るフィルタリングの適正利用等，青少年のインターネット安全利用を推進します。
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25 ネット被害未然防止対策の推進（教育庁）
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フォンなどによるインターネット等の利用に係る情報モラルを浸透させていきます。また，ネットパトロール

で検索・監視を実施し，児童生徒のネット被害を未然に防止します。
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ティを確保します。

近年，公共データを利用促進する「オープンデータ」への関心が高まっています。

オープンデータとは，行政機関等が保有するデータで，二次利用が可能でかつ機械判読

に適した形式での公開されているものをいいます。このオープンデータを民間が自由に活

用することで，官民協働による公共サービスの提供や新しいビジネスの創出など，地域経

済の活性化や課題解決に利活用されることが期待されています。

また，ＩＣＴの進化によって，ビッグデータと呼ばれる，大量に生成・流通・蓄積され

たデジタルデータを経営資源として活用し，新産業・サービスの創出や社会的課題の解決

に役立てようとする動きが活発化しています。あらゆるモノが

ＩｏＴの進展とも相まって，ネットワークを通じて相互につながり，データが分析される
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は，国，地方公共団体等が保有するデータ（官民データ）を適正かつ効果的に活用するこ

とで，自立的で個性豊かな地域社会の形成，新事業の創出，国際競争力の強化を図るこ

と，効果的かつ効率的な行政の推進に資すること等を基本理念としています。

同法では，都道府県における「都道府県官民データ活用推進計画」の策定が義務づけら

れており，国の計画策定の動向を見ながら，今後，本県でも計画の策定を進めていきま

す。

また，国，地方公共団体等が自ら保有する官民データについて，インターネット等を通

じて容易に利用できるよう必要な措置を講じることとされていることから，本県において

も，オープンデータのさらなる推進に取り組んでいきます。

ネット被害未然防止対策の推進（教育庁）

生徒を対象とした講演会や教員を対象としたネットパトロールスキルアップ研修会の開催により，スマート

フォンなどによるインターネット等の利用に係る情報モラルを浸透させていきます。また，ネットパトロール

で検索・監視を実施し，児童生徒のネット被害を未然に防止します。

サイバー犯罪対策の推進（警察本部）

サイバー犯罪を防止するため，サイバーパトロールの強化による違法・有害情報等の発見と事件化，サイバ
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用することで，官民協働による公共サービスの提供や新しいビジネスの創出など，地域経
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生徒を対象とした講演会や教員を対象としたネットパトロールスキルアップ研修会の開催により，スマート

フォンなどによるインターネット等の利用に係る情報モラルを浸透させていきます。また，ネットパトロール

サイバー犯罪を防止するため，サイバーパトロールの強化による違法・有害情報等の発見と事件化，サイバ

ー犯罪被害相談等に対する適切な対応，サイバーセキュリティ・カレッジの開催等による広報啓発活動などを

また，宮城県ネットワーク防犯連絡協議会など産業界等との連携強化により県民の情報セキュリ

オープンデータとビッグデータ

近年，公共データを利用促進する「オープンデータ」への関心が高まっています。

オープンデータとは，行政機関等が保有するデータで，二次利用が可能でかつ機械判読

に適した形式での公開されているものをいいます。このオープンデータを民間が自由に活

用することで，官民協働による公共サービスの提供や新しいビジネスの創出など，地域経

済の活性化や課題解決に利活用されることが期待されています。

また，ＩＣＴの進化によって，ビッグデータと呼ばれる，大量に生成・流通・蓄積され

たデジタルデータを経営資源として活用し，新産業・サービスの創出や社会的課題の解決

に役立てようとする動きが活発化しています。あらゆるモノがインターネットとつながる

ＩｏＴの進展とも相まって，ネットワークを通じて相互につながり，データが分析される

ことで，新規ビジネスの誕生，科学的知見の誕生，リスク回避などが実現することが期待

平成２８年１２月には，「官民データ活用推進基本法」が施行されました。この法律で

は，国，地方公共団体等が保有するデータ（官民データ）を適正かつ効果的に活用するこ

とで，自立的で個性豊かな地域社会の形成，新事業の創出，国際競争力の強化を図るこ

と，効果的かつ効率的な行政の推進に資すること等を基本理念としています。

同法では，都道府県における「都道府県官民データ活用推進計画」の策定が義務づけら

れており，国の計画策定の動向を見ながら，今後，本県でも計画の策定を進めていきま
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